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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

中間会計期間
第14期

中間会計期間
第13期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2024年４月１日
至2024年12月31日

売上高 （千円） 235,901 361,011 512,785

経常損失 （千円） △236,269 △153,925 △223,018

中間（当期）純損失（△） （千円） △238,450 △153,896 △223,962

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 630,533 634,426 630,533

発行済株式総数 （株） 1,461,000 1,469,700 1,461,000

純資産額 （千円） 395,689 263,363 410,176

総資産額 （千円） 584,195 495,472 656,881

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △165.43 △105.10 △154.67

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 67.6 53.2 62.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △179,447 50,605 △182,322

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △10,508 △22,618 △14,821

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 113,272 3,627 157,841

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 70,672 139,668 108,053

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間

（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．第13期は決算期変更により、2024年４月１日から2024年12月31日までの９か月決算となっております。これ

に伴い、第13期中間会計期間は2024年４月１日から2024年９月30日まで、第14期中間会計期間は2025年１月

１日から2025年６月30日までとなっております。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社につ

いても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

 (1）経営成績の状況

　当中間会計期間におけるわが国経済は、円安を背景としたインバウンド需要の拡大や賃上げなどの動きによる雇

用・所得環境の改善により、緩やかな回復基調となりました。一方、中国経済の先行き不安や不安定な国際情勢、

日銀による金融政策の見直し、物価上昇等、先行き不透明な状況が続いております。

　このような環境下、当社が属するＤＸ業界においては、人材不足を背景とした効率化や最適化を目的とした投資

の需要は引き続き高い状況にあります。また、モビリティ業界（※１）では、電気自動車（ＥＶ）市場の成長鈍化

に伴う新規事業関連の投資需要の停滞の影響は依然として継続しております。一方で、地域交通の課題解消に向け

た取り組みが本格化してきており、国土交通省が2025年４月からの３ヶ年を「交通空白解消・集中対策期間」と位

置づけ、自治体や交通事業者による「交通空白」解消の取り組みを促進し、国がこれを後押しする方針です。これ

により、地域交通の課題解決に向けた投資需要の増加が見込まれます。

　こうした状況の中、当社では「自らのアイデアとテクノロジーを活用し、社会課題を解決する」のミッションの

下、顧客のＤＸ化の促進支援、ＥＳＧ関連の新規サービス開発支援、地域交通の課題解消へ向けた取り組み等を展

開してまいりました。特に、モビリティシステムサービスにおける新たな協業によるサービス開発に加え、自治体

と交通事業者による地域交通の課題解消へ向けた取り組みの伴走者となるべく、複数の自治体への公共交通計画の

実現のための提案に注力してまいりました。

　上記取り組みの結果、当中間会計期間では、大阪関西万博会場における「夢洲第１交通ターミナル」へのバス

ターミナル向け統合管理システムの提供に加え、㈱ＮＴＴドコモとのカーシェア領域における業務提携の開始、並

びに地域交通の課題解消へ向けた公共ライドシェアの提供に関する複数自治体との取り組みを開始いたしました。

さらに、自治体の地域交通課題を中心とした課題の解決に向けた取り組みを全国的に広げていくため、㈱ゼンリン

との協業を開始いたしました。

 

　以上の結果、当中間会計期間における経営成績は、売上高361,011千円、営業損失168,286千円、経常損失

153,925千円、中間純損失153,896千円となりました。

　なお、当社はモビリティセグメントの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

※１　モビリティ業界：交通や物流など人や物の移動によって経済活動を行う事業群の総称。

※２　公共ライドシェア：移動手段提供が困難な地域で、ＮＰＯ法人や市町村などの公的関与のもと地元の輸送資

源を活用する“自家用有償旅客運送制度”。タクシー事業者が行う“日本版ライドシェア”とは異なる。

 

(2）財政状態の状況

（資産の状況）

　当中間会計期間末における流動資産は322,009千円となり、前事業年度末に比べ159,901千円減少いたしました。

これは主に売掛金及び契約資産が186,343千円減少したことによるものであります。固定資産は173,462千円とな

り、前事業年度末に比べ1,507千円減少いたしました。これは主にソフトウエア仮勘定が20,217千円増加した一方

で、のれん、ソフトウエアの償却等により無形固定資産が3,261千円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、495,472千円となり、前事業年度末に比べ161,409千円減少いたしました。

 

（負債の状況）

　当中間会計期間末における流動負債は223,788千円となり、前事業年度末に比べ12,891千円減少いたしました。

これは主にその他の流動負債が22,932千円減少したことによるものであります。固定負債は8,320千円となり、前

事業年度末に比べ1,703千円減少いたしました。これは主に長期借入金が1,190千円減少したことによるものであり

ます。

　この結果、負債合計は、232,109千円となり、前事業年度末に比べ14,595千円減少いたしました。
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（純資産の状況）

　当中間会計期間末における純資産合計は263,363千円となり、前事業年度末に比べ146,813千円減少いたしまし

た。これは主に中間純損失の計上により利益剰余金が153,896千円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は53.2％（前事業年度末は62.3％）となりました。

 

 (3）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ31,615千円

増加し、139,668千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における営業活動による資金の増加は50,605千円となりました。これは主に、売上債権の減少

額186,343千円があった一方で、税引前中間純損失の計上153,221千円があったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における投資活動による資金の減少は22,618千円となりました。これは主に、無形固定資産の

取得による支出20,217千円があったこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における財務活動による資金の増加は3,627千円となりました。これは、短期借入金の純増加

額5,000千円があった一方で、長期借入金の純減少額1,190千円があったこと等によるものであります。

 

 (4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当中間会計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に重要な変更はありません。

 

 (5）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断するための客

観的な指標等について重要な変更はありません。

 

 (6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

 (7）研究開発活動

　当中間会計期間の研究開発費の総額は10,397千円であります。主な内容は、トラック等の大型車両向け車載器の

開発に関連するものであります。

 

 (8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

 (9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間会計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2025年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,469,700 1,470,900
東京証券取引所

グロース市場

単元株式数は100株

であります。

計 1,469,700 1,470,900 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年４月25日

（注）
8,700 1,469,700 3,893 634,426 3,893 88,576

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加であります。

　　　発行価格　　895円

　　　資本組入額　447.5円

　　　割当先　　　当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）及び執行役員６名
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

株式会社ゼンリン 福岡県北九州市小倉北区室町一丁目１番１号 645,000 43.88

ENEOS株式会社 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 83,000 5.64

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 31,900 2.17

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 22,000 1.49

飛島建設株式会社 東京都港区港南一丁目８番15号 22,000 1.49

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　東京ビ

ルディング
20,583 1.40

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 19,626 1.33

村岡　克彦 滋賀県大津市 17,300 1.17

石井　康弘 東京都江東区 17,000 1.15

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号 16,500 1.12

計 － 894,909 60.89

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,468,100 14,681

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 1,600 － －

発行済株式総数  1,469,700 － －

総株主の議決権  － 14,681 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年１月１日から2025年６月30日

まで）に係る中間財務諸表について、かなで監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．決算期変更について
　2024年６月25日開催の定時株主総会で「定款一部変更の件」が決議されたことを受けて、前事業年度より決算期

(事業年度の末日)を３月31日から12月31日に変更しております。従いまして、前中間会計期間は2024年４月１日から

2024年９月30日まで、当中間会計期間は2025年１月１日から2025年６月30日までとなっております。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2024年12月31日）
当中間会計期間
（2025年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 108,053 139,668

売掛金及び契約資産 320,146 133,803

棚卸資産 ※１ 11,093 ※１ 20,329

その他 42,617 28,208

流動資産合計 481,911 322,009

固定資産   

有形固定資産 28,678 27,972

無形固定資産   

のれん 49,026 39,537

ソフトウエア 69,261 55,271

ソフトウエア仮勘定 - 20,217

無形固定資産合計 118,288 115,026

投資その他の資産 28,003 30,464

固定資産合計 174,970 173,462

資産合計 656,881 495,472

負債の部   

流動負債   

買掛金 19,564 16,906

短期借入金 ※２ 145,000 ※２ 150,000

１年内返済予定の長期借入金 2,040 2,040

賞与引当金 - 7,720

製品保証引当金 696 676

その他 69,379 46,446

流動負債合計 236,680 223,788

固定負債   

長期借入金 8,840 7,650

その他 1,184 670

固定負債合計 10,024 8,320

負債合計 246,704 232,109

純資産の部   

株主資本   

資本金 630,533 634,426

資本剰余金 263,129 267,022

利益剰余金 △484,189 △638,086

株主資本合計 409,472 263,363

新株予約権 704 -

純資産合計 410,176 263,363

負債純資産合計 656,881 495,472
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

売上高 235,901 361,011

売上原価 236,733 262,483

売上総利益又は売上総損失（△） △832 98,528

販売費及び一般管理費 ※ 234,449 ※ 266,815

営業損失（△） △235,281 △168,286

営業外収益   

受取利息 20 46

保険配当金 1,221 -

補助金収入 - 15,052

その他 128 171

営業外収益合計 1,370 15,271

営業外費用   

支払利息 418 910

上場関連費用 1,392 -

株式交付費 538 -

その他 9 -

営業外費用合計 2,358 910

経常損失（△） △236,269 △153,925

特別利益   

新株予約権戻入益 - 704

特別利益合計 - 704

税引前中間純損失（△） △236,269 △153,221

法人税、住民税及び事業税 2,180 674

法人税等合計 2,180 674

中間純損失（△） △238,450 △153,896
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △236,269 △153,221

減価償却費 22,650 17,175

のれん償却額 9,488 9,488

製品保証引当金の増減額（△は減少） △34 △20

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,089 7,720

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,450 -

株式交付費 538 -

株式報酬費用 332 1,441

上場関連費用 1,392 -

受取利息 △20 △46

支払利息 418 910

新株予約権戻入益 - △704

保険配当金 △1,221 -

補助金及び助成金 - △15,052

売上債権の増減額（△は増加） 129,080 186,343

棚卸資産の増減額（△は増加） △7,465 △9,235

仕入債務の増減額（△は減少） △12,901 △2,658

未払金の増減額（△は減少） △14,017 △11,180

未払又は未収消費税等の増減額 △49,336 16,280

その他 △12,016 △13,907

小計 △178,921 33,331

利息の受取額 20 46

利息の支払額 △418 △910

保険配当金の受取額 1,221 -

補助金及び助成金の受取額 - 15,052

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,350 3,084

営業活動によるキャッシュ・フロー △179,447 50,605

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,678 △2,478

無形固定資産の取得による支出 △5,830 △20,217

その他 - 78

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,508 △22,618

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △199,500 5,000

長期借入金の返済による支出 △1,190 △1,190

リース債務の返済による支出 △180 △182

株式の発行による収入 151,813 -

自己株式の処分による収入 152,352 -

新株予約権の行使による株式の発行による収入 11,370 -

上場関連費用の支出 △1,392 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 113,272 3,627

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △76,684 31,615

現金及び現金同等物の期首残高 147,356 108,053

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 70,672 ※ 139,668

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗｉｌｌ　Ｓｍａｒｔ(E39487)

半期報告書

10/16



【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年12月31日）
当中間会計期間
（2025年６月30日）

商品 11,000千円 19,822千円

仕掛品 56 465

貯蔵品 37 42

 

※２　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年12月31日）
当中間会計期間
（2025年６月30日）

当座貸越極度額 500,000千円 800,000千円

借入実行残高 145,000 150,000

　差引額 355,000 650,000

 

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

給料及び手当 83,609千円 88,115千円

のれん償却額 9,488 9,488

賞与引当金繰入額 4,278 3,620

減価償却費 2,908 2,885

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

現金及び預金勘定 70,672千円 139,668千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 70,672 139,668
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年４月16日付での東京証券取引所グロース市場への上場に伴い、新株式の発行及び自己株式

の処分を実施しております。この新株式の発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ76,176千円増加し

ており、また自己株式の処分により、自己株式が91,000千円減少、その他資本剰余金が61,352千円増加して

おります。

　また、当中間会計期間において、第１回及び第３回新株予約権の一部について、権利行使による新株の発

行を行ったことにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ5,685千円増加したほか、譲渡制限付株式報酬と

しての新株式の発行を行ったことにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,822千円増加しております。

　この結果、当中間会計期間末において、資本金が630,533千円、資本剰余金が263,129千円となっておりま

す。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当中間会計期間において、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行を行ったことにより、資本金及び資

本準備金がそれぞれ3,893千円増加しております。

　この結果、当中間会計期間末において、資本金が634,426千円、資本剰余金が267,022千円となっておりま

す。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は「モビリティセグメント」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、モビリティセグメントの単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報

は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自2024年４月１日
　 至2024年９月30日）

当中間会計期間
（自2025年１月１日
　 至2025年６月30日）

一時点で移転される財またはサービス 20,253 千円 55,054 千円

一定の期間にわたり移転される財

またはサービス

受託契約等 90,441 千円 149,006 千円

運用取引等 125,206 千円 156,950 千円

顧客との契約から生じる収益 235,901 千円 361,011 千円

外部顧客への売上高 235,901 千円 361,011 千円

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

１株当たり中間純損失（△） △165円43銭 △105円10銭

（算定上の基礎）   

中間純損失（△）（千円） △238,450 △153,896

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失（△）（千円） △238,450 △153,896

普通株式の期中平均株式数（株） 1,441,343 1,464,220

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前事業年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

 

 

－

 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2025年8月8日

株 式 会 社 Will Smart 

 取 締 役 会 　御 中 

 

 か な で 監 査 法 人 

 東 京 都 中 央 区 

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 瀬 戸 　卓

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 仲 田 　太 朗

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Will

Smartの2025年1月1日から2025年12月31日までの第14期事業年度の中間会計期間（2025年1月1日から2025年6月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記について期

中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社Will Smartの2025年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2024年12月31日をもって終了した前事業年度の中間会計期間に係る中間財務諸表及び前事業年度の財務諸表は、

それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中間財務諸表に対して2024

年11月13日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して2025年3月27日付けで無限定適正意見を表

明している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

 
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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